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先月の英国総選挙では、政府が圧倒的過半数の議席を確保し、EU離脱をめぐる
議会の膠着状態を打開しました。本アラートでは、EU離脱に関する次のステップ
と、欧州で事業を営む日本企業グループへの潜在的な影響に関する最新動向に
ついて概説します。

重要なポイント
• 今やEU離脱は現実に： 保守党が圧倒的過半数を獲得したことは、2020年1月

31日に英国がEUを離脱するための離脱協定を批准し、政府が法的に「EU離
脱を完了する」ことを意味します。

• 当面の事業活動には影響なし： 英国は、EU離脱後、2020年12月末までの 
11カ月間の移行期間に入ります。移行期間中は、EUとの現在の関係が基本的
に維持される一方で、両者の将来の関係について交渉が行われます。この間、
日本企業グループは英国とEUの事業を再編成できる可能性があります。

• 貿易協定の概要は明らか： 合意された政治宣言では、包括的な自由貿易協定
（FTA）が提唱されています。すなわち、ほとんどの物品およびサービスに係
る関税をゼロにし、国境におけるチェックを最小限に抑えることを求めている
物品についてはFTAの先例が多く存在しますが、サービス、規制、ヒトについて
は、この種の先例がありません。
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• 再び押し迫る時間： WTO規則の適用を回避するためには、 
2020年末までに貿易協定を交渉し、批准が完了する必要
があります。この点につき、英国政府は期限を延長しない
ことを約束しています。

• 事業活動への影響について、2020年12月31日時点で貿
易協定の合意か、または合意なき離脱となるかで異なり 
ます。

選挙結果のEU離脱への影響
• 保守党が過半数の議席を獲得したことがすべてです。全野
党より80議席も多い過半数を得た結果：

• 2度目の国民投票やEU離脱の撤回の可能性がほとん
どなくなりました。

• 2020年1月31日の期限に間に合うように離脱プロセ
スを促進し、EUとの将来の関係と貿易協定に関する交
渉を開始する権限が政府に与えられます。

• 首相にとっては、交渉における戦略を練る余地が大きく
なり、党の特定の派閥の影響は小さくなります。

事業計画の策定のための重要なメッセージ
• 移行期間中、英国のEUとの現在の関係は維持されるた
め、当面は事業活動に対する影響はありません。

• EU離脱プロセスが貿易交渉に進むにつれて、合意された
政治宣言が企業の事業活動に与える影響の方向性が明ら
かになることが見込まれます：

• 商品を物理的に移動する企業にとっては、FTAの先例
が豊富にあることから、シナリオは比較的明確です。該
当する企業は、制度変更の影響について十分に調査の
上、新制度に向けて入念に準備する必要があります。

• サービスを提供している企業（英国経済の大部分）、ま
たは厳しく規制がなされている企業の場合、この種の
FTAには先例がないため、今後の方向性は曖昧です。
状況は交渉が進まない限り分かりません。

今後の展開 
• 離脱協定法案： 英国EU離脱法案である離脱協定法案が 

1月9日に下院で可決されました。次のステップとして、上
院で審議と投票が行われる予定です。英国の事実上の離
脱日である2020年1月31日までに協定を成立・批准する
ため、1月に最終投票が行われる予定です。投票は、1）すべ
ての保守党候補者が当該法案を支持すると約束し、2）慣
習として上院はマニフェストにある政策を否決しないこと
から、形式的なものになると予想されます。

• 移行期間： その後、英国は2020年12月に終了する予定の
移行期間（実施期間）に入りますが、2020年6月末を期限
として、両者合意の上、一度だけ移行期間を1年または2年
間延長することができます。延長や貿易協定が合意されな
い場合、英国は合意なき離脱を迎えることになります。

• 英国： ボリス・ジョンソン首相とサジド・ジャヴィド財務相
は、11カ月でFTAを締結することは可能だと述べてい
ます。

• EU： EUのミシェル・バルニエ首席交渉官は、スケジュー
ルは非現実的だと述べています。

• 合意なき離脱の場合、WTO規則が適用されることとな
ります。北アイルランドでは、北アイルランド議定書（離
脱協定に定めるとおり）が最低6年間有効となります。

• 貿易交渉の目的に関する声明： 離脱法が批准されてから
30日以内に、政府は、3月に開始予定の貿易交渉の目的に
関する声明を議会に提出する必要があります。

• 予算案： EU離脱協定法案が可決された後は、2020年3月
11日に発表される予算案に注意が向けられるものと考え
られます。

政府が圧倒的過半数の議席を確保したため、離脱協定は
2020年1月31日までに批准される可能性が非常に高くなっ
ています。日本企業は、2020年12月31日に移行期間が終了
する前に、英国のEU離脱に関する事業計画を見直すととも
に、どのような行動を実施する必要があるかを検討することが
推奨されます。
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